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令和９年度予算概算要求の概要（抜粋）
（厚生労働省大臣官房会計課作成） 
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障害保健福祉に関する令和９年度概算要求の概要

【主な施策】※（ ）内は令和８年度予算額

（１）良質な障害福祉サービスの確保 １兆9,650億円（１兆8,145億円）
障害者が身近な地域等で暮らすために必要な障害福祉サービスに必要な経費を確保する。
※ 障害児支援に必要な経費として、5,348億円（5,148億円）をこども家庭庁で計上。

（２）障害福祉分野におけるテクノロジー導入等に対する支援（投資枠） 26億円（新規）
障害福祉サービス事業者等が、職員の業務負担軽減や職場環境の改善を目的として、介護テクノロジーの導入や第三者を活用した

業務の課題分析等を実施する際の経費を補助することにより、生産性向上による働きやすい職場環境の実現を推進する。
さらに、人材確保や生産性向上等について、都道府県レベルでの総合的な支援体制の整備を促し、各事業所における処遇改善加算

の取得やICT活用等による業務効率化等を進めるとともに、全国レベルでの支援を加速化し、生産性向上に係る効果的な取組・手法
の全国展開を進める。

（３）地域の特性や利用者の状況に応じた地域生活への支援 625億円（505億円）
第二期読書バリアフリー計画に基づく読書環境整備に向けて点訳・音訳に携わる人材養成などのほか、実施主体である各自治体が

行う地域の特性や利用者の状況等に応じた柔軟な形態により障害のある方の地域生活の支援に向けた取組を行う。

（４）障害福祉サービス事業所等の整備及び防災・減災対策の推進（一部投資枠） 187億円＋事項要求（40億円）
障害者の社会参加支援や地域生活支援を更に推進するため、地域移行の受け皿としてグループホーム等の整備を促進する。
令和６年能登半島地震を踏まえた、災害対策基本法等の改正により、災害時の福祉支援体制の充実を図る必要性や平時からの災害

福祉支援の体制整備が進む中、災害時における要配慮者の受入れや福祉支援の提供などの災害対応の拠点機能の充実のための整備を
促進するための支援を行う。

「国土強靭化実施中期計画」（令和７年６月６日閣議決定）で示された障害関係施設等の防災・減災対策に必要な経費については、
予算編成過程で検討する。

◆予算額 （令和８年度予算額） （令和９年度概算要求）
２兆４，２０３億円 ２兆６，３９１億円（＋２，１８８億円、＋９．０％）
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（５）障害者の情報アクセシビリティ・コミュニケーション支援
11億円（11億円）及び地域生活支援事業費等補助金の内数

第二期読書バリアフリー計画に基づく読書環境の整備を推進するため点訳・音訳に携わる人材の養成や意思疎通支援従事者の養
成・派遣について実施自治体の拡充等を図るとともに、ＩＣＴ機器の利用支援の取組等を行う。

（６）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 10億円（8.3億円）
精神障害者等が地域の一員として安心して自分らしく暮らせるよう、市町村等が実施する精神保健に関する相談支援体制の構築に

資する取組や、心のサポーターの養成等を通じたメンタルヘルスに関する正しい知識の普及啓発を更に推進するとともに、精神医療
と一般医療の連携体制の構築を図るなどにより、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を目指す。

また、市町村長同意による医療保護入院者等を対象とする実効的な支援を行うため、都道府県等において、訪問支援員が精神科病
院を訪問し、患者の話を丁寧に聴きつつ、必要な情報提供を行う体制の更なる構築を図る。

（７）アルコール健康障害対策・薬物依存症対策・ギャンブル等の依存症及びゲーム行動症対策の推進
13億円（8.4億円）

アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症、ゲーム行動症の患者やその家族等が必要な治療や支援を受けられるよう、
全国拠点機関において、依存症対策に携わる人材の養成等に取り組むとともに、各依存症の調査研究を推進する。

また、都道府県等において、依存症の治療・相談支援等を担う人材を育成するとともに、相談拠点や専門医療機関等の設置を行う
ことにより、各地域における医療・相談支援体制の整備等を推進する。

さらに、相談支援や普及啓発等に全国規模で取り組む民間団体を支援するとともに、依存症の正しい理解を深めるための普及啓発
を実施する。

（８）高次脳機能障害者の支援施策の推進 2.3億円（1.3億円）及び地域生活支援事業費の内数
高次脳機能障害の診断、治療、リハビリテーション等を行うことができる専門的な医療機関を確保するため、地域の医療機関及び

医療従事者等へ必要な知識を習得するための研修等の実施や医療機関同士の連携を図るための意見交換の場の提供を行うとともに、
高次脳機能障害者及びその家族、その他の関係者への情報提供や交流の場の提供等の活動支援を促進し、高次脳機能障害者等に対す
る支援体制の充実を図る。
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（９）強度行動障害の状態にある者に対する地域支援機能の強化 7.2億円（5.0億円）（一部新規）
著しい行動障害が生じているなどの難しい事案に対応する現場の職員を支援するため、高い専門性を有する「広域的支援人材」の

発達障害者支援センター等への配置を拡充するほか、強度行動障害の状態にある者等に対する支援人材が連携した支援の実施や、支
援者同士での意見交換や情報共有等の取組を進めるため、ネットワーク構築を推進する。

また、都道府県において、強度行動障害の状態にある者等に対し適切な支援を行う人材を養成するとともに、新たに、中核的人材
（強度行動障害の状態にある者等に対するチーム支援を実施する上で適切なマネジメントを行う者）を養成する実施体制の構築を支
援する。

さらに、強度行動障害者支援の人材養成のための専門研修プログラムを活用し、専門性の高い中核的人材を養成するとともに、
令和９年度から全国の都道府県で中核的人材養成が開始できるよう、指導的人材の養成及び指導的人材が活用する教材の開発等を
実施する。

（10）雇用施策と福祉施策の連携による重度障害者等の就労支援 11億円（7.7億円）
重度障害者等に対する就労支援として、雇用施策と福祉施策が連携し、企業が障害者雇用納付金制度に基づく助成金を活用しても

支援が充分ではない場合や、重度障害者等が自営業者として働く場合等で、自治体が必要と認めた場合に、必要な就労支援を行う。
また、事業実施自治体における HP やリーフレット等による周知・広報等の取組を支援する。

（11）東日本大震災等の災害からの復旧・復興への支援
1.2億円及び被災者支援総合交付金の内数（一部新規）

東日本大震災による被災者の精神保健面の支援のため、専門職による相談支援等を実施するとともに、自主避難者等への支援など
を通じて、引き続き専門的な心のケア支援を行う。

また、令和６年能登半島地震や令和８年熊本地震による被災者の心のケアについて、専門職による相談支援や訪問支援の実施、心
のケアにあたる支援者への支援などを通じて、被災地の精神保健医療福祉体制の強化を図るとともに、災害等の発生により増加し、
継続した支援が必要とされる場合の精神保健福祉相談等に対応するため、精神保健福祉センター等における被災者への相談体制の強
化等を行う。

（＊１）物価高騰対策等については、今後の物価高騰の状況等を踏まえ、予算編成過程で検討。
（＊２）令和９年度障害福祉報酬改定及び補装具費支給制度の基準額改定については、予算編成過程において検討。
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障害福祉サービス関係予算額は２０年間で４．５倍以上に増加している。

5,129億円

5,585億円
（+8.9%）

5,706億円
（+2.2%）

6,430億円
（+12.7%）

7,058億円
（+9.8%）

8,104億円
（+14.8%）

9,001億円
（+11.1%）

（億円）

障害福祉サービス等予算の推移

10,055億円
（+11.7%）

10,530億円
（+4.7%）

11,244億円
（+6.8%）

12,319億円
（+9.6%）

13,468億円
（+9.3%）

14,695億円
（+9.1%）

15,998億円
（+8.9%）

16,946億円
（+5.9%）

18115億円
（+6.9%）

19,211億円
（+6.1%）

※ 令和５年度からはこども家庭庁計上（ ）

20,341億円
（+5.9%）

21,402億円
（+5.2%）

24,998億円
（+7.3%）

23,293億円
（+8.8%）
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※ 復興特会、デジタル庁計上分を含む。 

◆予算額 

（令和８年度予算額）    （令和９年度概算要求額） （対前年度増▲減額、伸率） 

２兆４，２０３億円 → ２兆６，３９１億円 （＋２，１８８億円、＋９．０％） 

 

◆障害福祉サービス関係費（自立支援給付費＋地域生活支援事業費等） 

（令和８年度予算額）     （令和９年度概算要求額）  （対前年度増▲減額、伸率） 

１兆８，６５０億円  → ２兆２７５億円 （＋１，６２５億円、＋８．７％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和９年度  
障害保健福祉部予算概算要求の概要 

       【主な事項】※括弧内は令和８年度予算額 
 

■ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの推進 

・良質な障害福祉サービスの確保（Ｐ２）          １兆９，６５０億円（１兆８，１４５億円） 

 ・地域の特性や利用者の状況に応じた地域生活への支援（Ｐ３） 62５億円（５０5 億円）  

・障害者の情報アクセシビリティ・コミュニケーション支援（P５）    
 １１億円（１１億円）及び地域生活支援事業費等補助金の内数 

 

■ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策等の推進 

・精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築（Ｐ７）     １０億円（８．３億円） 

・アルコール健康障害対策・薬物依存症対策・ギャンブル等の依存症及びゲーム行動症

対策の推進（Ｐ８） 

１３億円（８．４億円） 

・高次脳機能障害者の支援施策の推進（Ｐ８）                ２．３億円（１．３億円） 

 

■ 発達障害児者の支援施策の推進 

・強度行動障害の状態にある者に対する地域支援機能の強化（Ｐ１０）６．５億円（４．３億円） 
 

■ 障害者に対する就労支援の推進                       

・雇用施策と福祉施策の連携による重度障害者等の就労支援（Ｐ１２） １１．１億円（７．７億円） 

 
■ 東日本大震災等の災害からの復旧・復興への支援（Ｐ１３） 

 

（注１）物価高騰対策等については、今後の物価高騰の状況等を踏まえ、予算編成過程において

検討。 

（注２）令和９年度障害福祉報酬改定及び補装具費支給制度の基準額改定については、予算編成

過程において検討。 

厚生労働省 障害保健福祉部 

６



 

 

 

 

（１）良質な障害福祉サービスの確保 

１兆９，６５０億円（１兆８，１４５億円） 

障害者が身近な地域等で暮らすために必要な障害福祉サービスに必要な経費を確保

する。 ※ 障害児支援に必要な経費として、5,348 億円（5,148 億円）をこども家庭庁で計上。 
 

（２）障害福祉分野におけるテクノロジー導入等に対する支援【新規】（投資枠） 

２６億円 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 障害福祉サービスの確保、地域生活支援などの推進         

○令和９年度予算概算要求における『「強く豊かな日本」投資枠』としての主な施策は以下のとおり 

【デジタル・サイバーセキュリティ】 

・障害福祉データベースの整備による障害福祉関係データの利活用の推進                      

・障害福祉関係データベースの構築          ９．７億円※うち投資枠８．１億円 

・障害者自立支援給付審査支払等システムの改修（自治体向け）         ４０億円 

                                            

【ＡＩ・半導体】 

・障害福祉分野におけるテクノロジー導入等に対する支援            ２６億円（新規） 

 ・障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業                  １３億円 

 ・障害福祉分野における人材確保・生産性向上サポート促進事業（都道府県等支援分）７．０億円 

 ・障害福祉分野における人材確保・生産性向上サポート拠点整備事業（国支援分）  ５．６億円 

 

【防災・国土強靱化】 

・障害福祉事業所等の整備及び防災・減災対策の推進      １８７億円＋事項要求（４０億円） 

          ※うち投資枠１４４億円 

 

・障害福祉分野の介護テクノロジー導入支援事業           １３億円 

利用者の安心安全な生活の確保を図りつつ、障害福祉現場の職員の介護業務の負

担軽減、労働環境の改善、業務効率化を推進するため、介護ロボットやICT のテク

ノロジーを活用し、障害福祉現場の生産性向上を一層推進する。 
 

・障害福祉分野における人材確保・生産性向上サポート促進事業（都道府県等支援分）    

７．０億円 

都道府県等が、事業所支援等を行うためのサポートセンターの設置等を行う場合

に必要な事務費等を補助し、障害福祉サービス等事業所や市町村に対するワンスト

ップ型の支援体制の確保を図る。 
 

・障害福祉分野における人材確保・生産性向上サポート拠点整備事業（国支援分） 

   ５．６億円 

人材確保や生産性向上等についての都道府県レベルでの総合的な支援体制の整備

を促すとともに、全国レベルでの支援の実施や、生産性向上に係る効果的な取組・

手法の全国展開を進める。 

７



 

 
 

（３）地域の特性や利用者の状況に応じた地域生活への支援      

６２５億円（５０５億円） 

第二期読書バリアフリー計画に基づく読書環境整備に向けて点訳・音訳に携わる人材

養成などのほか、実施主体である各自治体が行う地域の特性や利用者の状況等に応じた

柔軟な形態により障害のある方の地域生活の支援に向けた取組を行う。 
 

（４）障害福祉事業所等の整備及び防災・減災対策の推進【一部新規】（一部投資枠） 

１８７億円＋事項要求（４０億円） 

※うち投資枠１４４億円 

障害者の社会参加支援や地域生活支援を更に推進するため、地域移行の受け皿として

グループホーム等の整備を促進する。 

令和６年能登半島地震を踏まえた、災害対策基本法等の改正により、災害時の福祉支

援体制の充実を図る必要性や平時からの災害福祉支援の体制整備が進む中、災害時にお

ける要配慮者の受入れや福祉支援の提供などの災害対応の拠点機能の充実のための整

備を促進するための支援を行う。 

「国土強靭化実施中期計画」（令和７年６月６日閣議決定）で示された障害関係施設等

の防災・減災対策に必要な経費については、予算編成過程で検討する。 
 

（５）障害者等への良質かつ適切な医療の提供 

２，９３２億円（２，８０９億円） 

心身の障害の状態を軽減し、自立した日常生活等を営むために必要な自立支援医療

（精神通院医療、身体障害者のための更生医療、身体障害児のための育成医療）等を  

提供する。また、自立支援医療の利用者負担のあり方については、引き続き検討する。 
 

（６）特別児童扶養手当、特別障害者手当等  

２，２４６億円（２，１９７億円） 

特別児童扶養手当及び特別障害者手当等の支給を行う。 
 

（７）障害者の地域生活の支援体制の充実 

① 基幹相談支援センターICT 推進事業【新規】 

２．４億円 

基幹相談支援センターに対して、オンライン会議の推進、相談記録のデジタル化、

資料共有の電子化などICT の導入のための補助を行うことにより、業務負担の軽減や

効率化に資する取組を推進する。 
 

② のぞまないセルフプラン解消総合支援事業【新規】 

６１百万円 

都道府県及び市町村においてセルフプランに関する分析等を行いながら、相談支援

専門員の計画的な養成等を通じて、「のぞまないセルフプラン」（身近な地域に相談支

援事業者がない場合に、障害者又は障害児の保護者がやむを得ず作成するサービス等

利用計画案）の解消に向けた相談支援体制を確保する。 

８



 

 
 

（８）障害者虐待防止、権利擁護などに関する総合的な施策の推進    

① 障害者虐待防止の推進            

 ６．１億円（６．１億円） 

都道府県や市町村で障害者虐待の未然防止や早期発見、迅速な対応、その後の適切

な支援を行うため、専門性の高い職員の確保や地域の関係機関の協力体制の整備、関

係機関職員への研修、障害者虐待の通報義務等の制度の周知を図ることにより、支援

体制の強化を図る。 
   

② 障害者虐待防止・権利擁護に関する人材養成の推進 

２０百万円（１２百万円） 

国において、障害者の虐待防止や権利擁護に関して各都道府県で指導的役割を担う

者の養成研修を実施するとともに、虐待事案の未然防止のための調査研究を行う。 
 

  ③ 成年後見制度の利用促進のための体制整備 

地域生活支援事業費等補助金の内数 

成年後見制度の見直しも踏まえ、成年後見制度の利用に要する費用の補助や制度の

普及啓発、法人後見に対する支援等の取組を推進する。 
 

（９）重度訪問介護等の利用促進に係る市町村支援    

５０億円（１４億円） 

重度障害者の地域生活を支援するため、重度障害者の割合が著しく高いこと等に  

より訪問系サービスの給付額が国庫負担基準を超えている市町村に対する補助事業に

ついて、小規模な市町村に重点を置いた財政支援を行う。 

 

（１０）重度訪問介護利用者の大学等の修学支援 

１．３億円（８９百万円） 

重度障害者が修学するために必要な支援体制を大学等が構築できるまでの間に  

おいて、重度障害者に対する大学等の敷地内における身体介助等の提供を支援する。 

また、事業実施自治体における HP やリーフレット等による周知・広報等の取組を支 

援する。 
 

（１１）障害者施策に関する調査・研究の推進         

 ３．０億円（２．４億円） 

障害者施策全般にわたり解決すべき課題について、現状と課題を科学的に検証・分析

し、その結果を政策に反映させていくため、調査・研究等への補助を行う。 
 

  

９



 

 
 

（１２）障害者等の自立・社会参加支援の推進 

① 障害者の情報アクセシビリティ・コミュニケーション支援 

      １１億円（１１億円）及び地域生活支援事業費等補助金の内数 

第二期読書バリアフリー計画に基づく読書環境の整備を推進するため点訳・音訳に

携わる人材の養成や意思疎通支援従事者の養成・派遣について実施自治体の拡充等を

図るとともに、ＩＣＴ機器の利用支援の取組等を行う。 
 

② 芸術文化活動の支援の推進           

 ４．２億円（３．６億円） 

第２期障害者文化芸術活動推進基本計画の策定を踏まえ、地域における障害者の芸

術文化活動を支援する都道府県センター等が行う支援の質の向上や地域連携の促進、

障害者芸術・文化祭の開催による芸術文化活動（美術、演劇、音楽等）を通じた障害

者の社会参加をより一層推進する。 

 

  ③ 障害者自立支援機器等の開発等の促進【一部新規】 

４．０億円（０．７億円） 

障害者の自立や社会参加を促進する支援機器の開発や、製品化した支援機器の普及

促進を支援するとともに、開発から普及に至る各段階で生じる様々な課題に対応する

ための知見を有する者と開発企業とのマッチング及び伴走支援等の総合的な支援が可

能な枠組みを構築する。 
 

（１３）障害福祉に関するシステム基盤整備の推進 

① 障害福祉関係データベースの構築【一部新規】（一部投資枠） 

 
② 障害者自立支援給付審査支払等システムの改修（自治体向け）【新規】（投資枠） 

・障害福祉関係データベース構築に関する事業      ９．７億円（１．６億円） 

※うち投資枠８．１億円 

改正障害者総合支援法等の施行により、令和５年４月より障害福祉サービスデー

タベースの本格運用が開始された。令和７年１２月から、相当の公益性を有する研

究等を行う自治体・研究者・民間事業者等の幅広い主体に対してデータベースの情

報の提供を開始している。令和９年度については、情報連携基盤との連携に向けた

機能の追加や計画実施状況調査機能の更なる拡充等を予定している。 

・障害者自立支援給付審査支払等システム事業（自治体分）       ４０億円 

 

障害福祉サービス等報酬改定に係る地方自治体の報酬の事務処理システムの改修

に必要な経費に対して補助を行う。 
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③ 事業者・自治体間の障害福祉関係手続に関するシステムの共通化 

                   22．9 億円 

令和７年６月２日に国・地方デジタル共通基盤推進連絡協議会の同意を経て決定され

た「共通化推進方針」に基づき、「事業者・自治体間の障害福祉関係手続に関するシステ

ム」（※）を開発・構築し、令和９年度中の運用開始（都道府県単位で段階的に運用）を

予定している。 

※ 本システムは、障害福祉サービス等事業者の負担軽減及び公共サービスの効率化・

利便性向上の観点から、①電子申請・届出機能、②事業所台帳管理機能、③業務管

理体制データ管理機能の３機能を備える新システムである。 

本システムの開発は搭載機能ごとに段階的に実施することとしており、令和８年度に

おいて、①電子申請・届出機能及び③業務管理体制データ管理機能の開発を行い、令和

９年度においては、令和８年度に開発した機能に、②事業所台帳管理機能を追加する。 

 

（１４）グループホームの支援の質の確保の推進【新規】 

７７百万円 

グループホームにおける支援の質の確保を図るため、令和９年度から管理者の資格要

件として導入を検討している「共同生活援助管理者研修（仮称）」について、都道府県等

における円滑な実施に向け、研修費用の一部について助成を行う。 
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（１）精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築 

１０億円（８．３億円） 

精神障害者等が地域の一員として安心して自分らしく暮らせるよう、市町村等が実施

する精神保健に関する相談支援体制の構築に資する取組や、心のサポーターの養成等を

通じたメンタルヘルスに関する正しい知識の普及啓発を更に推進するとともに、精神医

療と一般医療の連携体制の構築を図るなどにより、精神障害にも対応した地域包括ケア

システムの構築を目指す。 

また、市町村長同意による医療保護入院者等を対象とする実効的な支援を行うため、

都道府県等において、訪問支援員が精神科病院を訪問し、患者の話を丁寧に聴きつつ、

必要な情報提供を行う体制の更なる構築を図る。 
 

（２）精神科救急医療体制の整備             

 １８億円（１８億円） 

地域で生活する精神障害者の病状の急変時において、早期に対応が可能な医療体制 

及び精神科救急情報センターの相談体制を確保するため、引き続き地域の実情に応じ

た精神科救急医療体制を整備する。 

また、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築に資する精神科救急医療 

体制整備を推進するとともに、依存症患者が救急医療を受けた後に適切な専門医療や 

支援等を継続して受けられるよう、依存症専門医療機関等と精神科救急医療施設等との

連携体制を構築する。 
 

（３）心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者に関する医療提供体制の整備の推進                      

２０７億円（１９０億円） 

心神喪失者等医療観察法に基づく医療を円滑に行うため、引き続き指定入院医療機関

を整備し、地域偏在の解消を進める。 

また、指定医療機関の医療従事者等を対象とした研修や指定医療機関相互の技術交流

等により、更なる医療の質の向上を図る。 

 

  

２ 地域移行・地域定着支援などの精神障害者施策等の推進 
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（４）アルコール健康障害対策・薬物依存症対策・ギャンブル等の依存症及びゲーム行動症対策の推進 

① アルコール・薬物・ギャンブル等の依存症及びゲーム行動症対策の推進 

１３億円（８．４億円） 

アルコール健康障害、薬物依存症、ギャンブル等依存症、ゲーム行動症の患者やそ

の家族等が必要な治療や支援を受けられるよう、全国拠点機関において、依存症対策

に携わる人材の養成等に取り組むとともに、各依存症の調査研究を推進する。 

また、都道府県等において、依存症の治療・相談支援等を担う人材を育成するとと

もに、相談拠点や専門医療機関等の設置を行うことにより、各地域における医療・相

談支援体制の整備等を推進する。 

さらに、相談支援や普及啓発等に全国規模で取り組む民間団体を支援するとともに、

依存症の正しい理解を深めるための普及啓発を実施する。 
 

② アルコール健康障害対策の推進 

8 百万円（8 百万円） 

アルコール健康障害対策基本法及びアルコール健康障害対策推進基本計画に基づき、

飲酒に伴うリスクに関する知識の普及啓発や、都道府県におけるアルコール問題に関

する横断的取組を支援する。 
 

（５）高次脳機能障害者の支援施策の推進 

２．３億円（１．３億円）及び地域生活支援事業費の内数 
高次脳機能障害の診断、治療、リハビリテーション等を行うことができる専門的な医

療機関を確保するため、地域の医療機関及び医療従事者等へ必要な知識を習得するため

の研修等の実施や医療機関同士の連携を図るための意見交換の場の提供を行うととも

に、高次脳機能障害者及びその家族、その他の関係者への情報提供や交流の場の提供等

の活動支援を促進し、高次脳機能障害者等に対する支援体制の充実を図る。 
 

（６）てんかんの地域診療連携体制の整備       

  ３３百万円（３１百万円） 

てんかんの治療を専門的に行っている医療機関を｢てんかん支援拠点病院｣として 

指定し、関係機関との連携･調整等の実施及び各支援拠点病院で集積された知見の評価・

検討を行うため｢てんかん全国支援センター｣を設け、専門的な相談支援や関係機関との

連絡・調整を担う人材の確保や養成等を行い、てんかんの診療連携体制を整備する。 
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（７）摂食障害の地域診療連携体制の整備            

 ３３百万円（２３百万円） 
摂食障害の治療を専門的に行っている医療機関を「摂食障害支援拠点病院」として 

指定し、関係機関との連携・調整等の実施及び各支援拠点病院で集積された知見の評価・

検討を行うため「摂食障害全国支援センター」を設け、専門的な相談支援や関係機関と

の連絡・調整を担う人材の確保や養成等を行い、摂食障害の診療連携体制を整備する。 
 

（８）こころの健康づくり対策等の推進 

      ９９百万円（７８百万円）及び地域生活支援事業費等補助金の内数 
精神疾患を有する方への早期の専門的対応を充実するため、かかりつけ医や精神保健

医療福祉関係者等への研修を実施するほか、うつ病などの治療で有効な認知行動療法の

研修を実施し、治療の質の向上を図る。また、精神保健上の問題による自殺対策のうち、

自殺のハイリスク者で再企図の多い自殺未遂者の再企図を防ぐための医療従事者研修

等を実施し、医療提供体制を構築する。 
 

（９）公認心理師実習演習担当教員及び実習指導者養成講習会の実施 

３３百万円（３３百万円） 

公認心理師の質の維持・向上のため、公認心理師となるために必要な科目を教授する

実習演習担当教員及び実習施設において必要な科目を指導する実習指導者を養成する

ための講習会を実施する。 
 

（１０）精神科病院における虐待対応体制整備の支援 

４６百万円（４６百万円） 
精神科病院の業務従事者による虐待を受けたと思われる患者を発見した場合の都道

府県・指定都市への通報の義務付けに伴い、都道府県・指定都市における虐待対応体制

整備に必要な経費について財政的支援を行う。 

また、精神科病院における業務従事者による障害者虐待事例の調査を実施し、実態把

握のための情報を得ること等により、虐待防止対策の推進を図る。 

 

（１１）自立支援医療等におけるデジタル化の推進 

① 自立支援医療等申請手続のオンライン化の検討【新規】 

３．３億円 

自立支援医療、身体障害者手帳及び精神障害者保健福祉手帳に係る各申請手続のオン

ライン化に向け、調査研究等を進める。 

 

② 自立支援医療費助成制度上限額管理票オンライン化の検討 
 

１．０億円（３１百万円） 

自立支援医療等の医療費助成の受給者が、マイナンバーカード１枚で指定医療機関を

受診できるよう、自己負担上限額管理票の電子化に向けた検討を進める。 
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（１）強度行動障害の状態にある者に対する地域支援機能の強化 

①  広 域 的 支 援 人 材 の 配 置 及 び 集 中 的 支 援 の 実 施 、 支 援 の ネ ッ ト ワ ー ク の 構 築 等 の 推 進 

６．５億円（４．３億円） 

著しい行動障害が生じているなどの難しい事案に対応する現場の職員を支援する 

ため、高い専門性を有する「広域的支援人材」の発達障害者支援センター等への配置

を拡充する。 

また、強度行動障害の状態にある者等に対する支援人材が連携した支援の実施や、

支援者同士での意見交換や情報共有等の取組を進めるため、ネットワーク構築を推進

する。 
  

②  強度行動障害支援者の養成【一部新規】 

５０百万円（３９百万円） 

都道府県において、強度行動障害の状態にある者等に対し適切な支援を行う人材を

養成するとともに、新たに、中核的人材（強度行動障害の状態にある者等に対するチ

ーム支援を実施する上で適切なマネジメントを行う者）を養成する実施体制の構築を

支援する。 

 

③ 強度行動障害者支援のための中核的人材の養成 

１９百万円（２１百万円） 

独立行政法人 国立重度知的障害者総合施設のぞみの園において、専門研修プログラ

ムを活用し、専門性の高い中核的人材を養成するとともに、都道府県等における研修

の円滑な実施及び質の確保のため、指導的人材の養成及び指導的人材が活用する教材

の開発や、研修を実施する都道府県へのフォローアップを行う。 
 

（２）発達障害者支援センターの地域支援機能の強化【一部新規】【再掲】 

６．５億円（４．３億円） 

発達障害者支援の地域の中核である発達障害者支援センターの地域支援機能を強化

するため、発達障害者地域支援マネジャーの配置等による体制整備を行うとともに、専

門人材の確保・定着に向けた処遇改善の支援や、ICT 機器の導入及び記録・情報共有の

デジタル化に向けた支援を行う。 

 

  

３ 発達障害児者の支援施策の推進  
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（３）発達障害の初診待機解消に関する取組の推進 

１．３億円（９３百万円） 

発達障害児者の診断に係る初診待機の解消を進めるため、発達障害の医療ネットワー

クを構築し、発達障害の診療・支援ができる医師の養成を行うための実地研修等の実施

や医療機関におけるアセスメント対応職員の配置を進めるとともに、診断待機期間中の

切れ目ない支援に向け、発達障害児が通う施設等の職員に対するコンサルテーションを

行う。 
 

（４）発達障害児者とその家族に対する支援【こども家庭庁へ事業移管】 

－ 億円（１．６億円） 

発達障害児やその家族に対する支援を母子保健や子育て支援等の関連施策と一体的

に推進する観点から、本事業については、発達障害者に関する一部の事業を除き、こど

も家庭庁に移管する。 
 

（５）教育と福祉の連携の推進  

地域生活支援事業費等補助金の内数 

市町村内における家庭・教育・福祉の連携促進及び地域支援対応力の向上を図るため、

教育委員会や福祉部局、学校、障害児通所支援事業所等の関係者が障害児への切れ目な

い支援について協議を行う場の設置や福祉機関と教育機関等との連携の役割を担う「地

域連携推進マネジャー」を市町村に配置する。 
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（１）雇用施策と福祉施策の連携による重度障害者等の就労支援 

１１億円（７．７億円） 

重度障害者等に対する就労支援として、雇用施策と福祉施策が連携し、企業が障害者

雇用納付金制度に基づく助成金を活用しても支援が充分ではない場合や、重度障害者等

が自営業者として働く場合等で、自治体が必要と認めた場合に、必要な就労支援を行う。 

また、事業実施自治体における HP やリーフレット等による周知・広報等の取組を支 

援する。 

 

（２）工賃向上等のための取組の推進     

５．６億円（５．８億円） 

一般就労が困難な障害者の自立した生活を支援する観点から、就労継続支援事業所 

などに対し、経営改善、商品開発、市場開拓や販路開拓等に対する支援を行うとともに、

在宅障害者に対する ICT を活用した就業支援体制の構築や販路開拓等の支援等を実施

する。 

また、全都道府県において、関係者による協議体の設置により共同受注窓口の機能を

強化することで、企業等と障害者就労施設等との受発注のマッチングを促進し、障害者

就労施設等に対する官公需や民需の増進を図ることに加え、農福連携に係る共同受注 

窓口の取組を支援する。 
 

（３）障害者就業・生活支援センター事業の推進     

 ８．１億円（７．９億円） 

就業に伴う日常生活の支援を必要とする障害者に対し、窓口での相談や職場・家庭 

訪問等による生活面の支援などを実施する。 

 

（４）就労選択支援員養成研修の実施【新規】 

４６百万円 

令和７年 10 月から開始された就労選択支援について、全国均一のサービスの質を確

保できるよう、国が実施主体となって就労選択支援員養成研修を実施する。 

 

（５）障害者就労支援施設の運営適正化事業【新規】 

１．６億円 

就労系障害福祉サービスにおいて、特に就労継続支援 B 型の事業所数が急増してお

り、中には、障害者の能力の向上に寄与しない事業を実施し、不適切な運営を行ってい

る場合があることが懸念されている。指定権者において、事業所に対して適切な事業運

営を指導するための体制整備を行うための費用を補助する。 

４ 障害者に対する就労支援の推進 
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（１）避難指示区域等での障害福祉制度の特別措置（復興） 

８百万円（１０百万円）                              

東京電力福島第一原発の事故により設定された帰還困難区域等及び上位所得層を 

除く旧緊急時避難準備区域等・旧避難指示解除準備区域等の住民について、障害福祉 

サービス等の利用者負担の免除の措置を延長する場合には、引き続き市町村等の負担を

軽減するための財政支援を行う。 
 

（２）被災地心のケア支援体制の整備（一部復興）【一部新規】     

１．2 億円及び被災者支援総合交付金（３９億円）の内数 

東日本大震災による被災者の精神保健面の支援のため、専門職による相談支援等を 

実施するとともに、自主避難者等への支援などを通じて、引き続き専門的な心のケア 

支援を行う。 

また、令和６年能登半島地震や令和８年熊本地震による被災者の心のケアについて、

専門職による相談支援や訪問支援の実施、心のケアにあたる支援者への支援などを通じ

て、被災地の精神保健医療福祉体制の強化を図るとともに、災害等の発生により増加し、

継続した支援が必要とされる場合の精神保健福祉相談等に対応するため、精神保健福祉

センター等における被災者への相談体制の強化等を行う。 

 

 

５ 東日本大震災等の災害からの復旧・復興への支援 
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